
JＡ経営をめぐる情勢について

令 和 ５ 年 1 1 月 2 7 日
全国農業協同組合中央会
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１．JA経営にかかる見通しと
実績

(1) 農業・JA等の見通し

(2) JＡ経営の実績

２．JA経営にかかる主な課
題と対応

(1) 自己改革実践サイクル・早期警戒制度

(2) 規制改革・共済監督指針

本日の報告事項



2010年 2020年 2030年（推計）

205万人 136万人 83万人

125万人
（61％）

95万人
（70％）

57万人
（70％）

7.9％
（67.4％）

11.8％
（77.0％）

18.8％
（83.7％）

79.2％
（14.3％）

71.9％
（8.8％）

58.1％
（5.1％）

55千人 54千人 53千人

18千人 19千人 24千人

146法人 386法人

459万ha 437万ha
392万ha(すう勢）
414万ha（目標）

39％ 37％ 45％（目標）

③新規就農者数

うち、49歳以下

①基幹的農業従事者数

うち、65歳以上
（全体に占める割合）

⑥食料自給率（カロリーベース）

販売金額300万円未満
（上段：経営体数、下段：販売シェア）

④JA出資型農業生産法人

⑤農地面積

②販売金額別の経営体数の割合
（販売額シェア）

販売金額1,000万円以上
（上段：経営体数、下段：販売シェア）

（元データ）

①②農水省「農林業センサス」よりＪＡ全中推計 ③農水省「新規就農者調査」よりＪＡ全中推計

④全JA調査 ⑤農水省「耕地及び作付面積統計」および「食料・農業・農村基本計画」

⑥農水省「食料需給表」および「食料・農業・農村基本計画」

36万人
※全中推計

2050年(推計)

○ 基幹的農業従事者数は、2030年にはおよそ４割減少する見込み。
○ 2030年には、およそ20％の販売額1,000万円以上の経営体が販売シェア８割超。
○ JA出資型農業生産法人は、過去10年で2.6倍。

資料:第29回JA全国大会決議に一部加筆

１（1）農業・JA等の見通し
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准組合員数

671万人

○ 取り組み年限を定めて広域合併をすすめている県域がすべて県１JAとなった場合、2030年にJA数は529JA、県１
JAの検討を決議している県域もすべて県１JAとなった場合、JA数は481JAとなる見込み。

○ 総組合員数は、2018年に初めて減少となるが、その後はおおむね横ばいで推移。
○ 正組合員数は、2030年には２割減少、65歳未満の割合は25%となる見込み。
○ JA職員数は、この10年でおよそ１割減少。
○ JAの事業総利益の合計は、この10年で1,425億円減少。

2030年（推計）2020年2010年

481～529JA
（14～20県）

584JA
（10県）

715JA
（５県）

①JA数
（うち県１JAおよび県域JA数）

1,007万人1,032万人960万人②組合員数

336万人407万人471万人うち正組合員

75.1%
24.9%

71.4%
28.6%

53.6%
46.4%

（上段）65歳以上の正組合員の割合
（下段）65歳未満の正組合員の割合

15.2万人17.2万人③職員数

１兆7,101億円１兆8,866億円④事業総利益

（元データ）
①JA全中調べ、②農水省「総合農協統計」およびJA全中「全JA調査」よりJA全中推計（法人・団体組合員を除く）
③全JA調査、④農水省「総合農協統計」
資料:第29回JA全国大会決議

１（1）農業・JA等の見通し
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資料:農水省「総合農協統計表」及び「令和４年度総合JAの決算概況について」

＜事業総利益・事業管理費・事業利益の推移＞ ＜事業別事業総利益の推移＞
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（億円）（億円）
事業総利益

事業管理費

事業利益

○ 近年のJA経営は、事業総利益が減少傾向のなか、事業管理費の削減により事業利益を確保。
○ 事業総利益は、直近10年間では、平成27、30年度を除き、前年比減となっている。
○ 令和４年度の事業総利益（前年度比）は、信用▲0.7％（奨励金引下げ等）、共済▲5.9％（満期到来等

による保有高減少等）、購買＋4.5％（価格高騰による棚卸益等）、販売＋1.7％（コロナ禍の落ち着きに伴う販
売活動の活発化等）。

１（2）JA経営 ①事業総利益等
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＜JAの資金運用収益の構造と推移＞
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資料:農水省「総合農協統計表」及び「令和４年度総合JAの決算概況について」

＜JAの資産・負債の推移＞
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（129％）
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（122％）

貯金
（118％）

貸出金
（104％）

平成25年度＝１００％
とした場合の推移

貯貸率 24.8％
（H25）

21.8％
（R4）

10年で
▲3.0%

○ 貯金・貸出金・有価証券の残高が拡大する一方、低金利環境の⾧期化により、いずれも利回りは低下。
○ JAの収益構造は、預け金を通じた信連・農林中金の市場運用への依存傾向にあり、平成28年度以降、資金運用

収益全体の約６割となっている。一方で、預金施設水準見直し等により、預け金利息は令和元年度以降、減少傾
向にある。

１（2）JA経営 ②信用事業
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＜⾧期共済保有高の動向＞ ＜共済付加収入の推移＞

（億円）

（兆円）

資料:農水省「総合農協統計表」及び「JA共済連ディスクロージャー」

○ 生命共済は、契約の満了や契約者の保障ニーズの変化等により保有高が⾧期的に減少。
○ 建物共済は、仕組改訂の状況や大規模自然災害の発生等により、毎年の新契約金額に変動があるものの、保有

高は近年微減で推移。
○ ⾧期共済保有高、共済付加収入は、直近10年間ではいずれも減少傾向が継続している。

１（2）JA経営 ③共済事業
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資料:農水省「総合農協統計表」及び「令和４年度総合JAの決算概況について」

（億円）
＜経済事業の事業利益の推移＞
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＜農業関連事業の赤字・黒字JAの推移(事業利益ベース)＞

農業関連事業利益計

○ 令和４年度のJAの事業利益は1,697億円。その内訳は、信用事業2,154億円、共済事業1,059億円、経済事
業▲521億円（農業関連▲270億円＋生活その他▲251億円） 、営農指導事業▲994億円であり、経済事業
の赤字は減少しつつあるが、依然として信用・共済事業の黒字でカバーしている状況。

○ 農業関連事業は、赤字JAの事業利益が▲700億円前後で固定化。

１（2）JA経営 ④営農経済事業・部門別損益
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○ 総合JA数は、県域合併の実現が続いた平成30年度以降においても一定数のJA合併が進み、毎年10以上のJAが
減少。（令和５年度のJA数は、平成27年度比81％、▲127JA）

〇 また、令和５年11月現在、１県１JA・県域JAは、10JAとなっている。

１（2）JA経営 ⑤JA数の推移
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取り組みの期間主な出来事年度
６月 規制改革実施計画・・・農協改革集中推進期間スタート
11月 ＪＡグループの自己改革について・・・ＪＡグループ自己改革スタート
２月 農協改革の決着

平成26
（2014）

８月 改正農協法成立
10月 第27回ＪＡ全国大会【創造的自己改革への挑戦】

27
（2015）

４月 改正農協法施行
３月 全農年次計画の策定（以降、毎年度策定）

28
（2016）
29

（2017）
８月 与党決議・・・准組合員の事業利用規制は、「組合員の判断」
12月 「ＪＡの自己改革に関する組合員調査」開始
３月 第28回ＪＡ全国大会【創造的自己改革の実践】

30
（2018）

４月 政策確立大会・・・与党幹部が「組合員の判断」明言
５月まで 信用事業のあり方検討・・・99％のＪＡが総合事業を選択
５月末:農協改革集中推進期間が終了
７月 参議院議員選挙・・・与党公約に「組合員の判断」明記
12月 「ＪＡの自己改革に関する組合員調査」終了

平成31
・

令和元
（2019）

４月 持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化に向けた基本的対応方向
①経済事業の収益力向上・収支改善、②店舗・ATM再編 、③市場運用をふまえた調達管理
農協法５年後見直しを見据えたＪＡ自己改革の取組方針（准組合員の意思反映等）

７月 規制改革実施計画・・・准組合員の意思を経営に反映させる方策について検討
２

（2020）

６月 規制改革実施計画・・・自己改革実践サイクルの構築
10月 第29回ＪＡ全国大会【持続可能な農業・地域共生の未来づくり】
12月 〔総合農協監督指針、信用農協監督指針の改正(ＪＡ版早期警戒制度導入、翌月適用)〕

３
（2021）

１月～ ＪＡ版早期警戒制度の適用開始
⇒自己改革実践サイクル＋収支シミュレーション（５年）をふまえた収支改善策の策定・実践
４月～ 第29回ＪＡ全国大会実践期間

４～
（2022）

農
協
改
革
集
中
推
進
期
間

（
平
成
26
年
６
月
～
令
和
元
年
５
月
）

自
己
改
革
集
中
実
践
期
間

（
平
成
26
年
11
月
～
令
和
元
年
10
月
）

令和３年３月末 准組合員の事業利用規制のあり方検討期限(改正農協法施行後５年)

対
話
運
動
（
平
成
30
年
５
月
～
）
・

全
組
合
員
調
査
（
平
成
30
年
12
月
～
令
和
元
年
12
月
）

政府 ＪＡグループ

第
28
回
大
会
実
践
期
間

（
平
成
31
年
４
月
～
令
和
４
年
３
月
）

「
不
断
の
自
己
改
革
」
の
実
践

持
続
可
能
な
経
営
基
盤
の
確
立
・
強
化

第
27
回
大
会
実
践
期
間

（
平
成
28
年
４
月
～
平
成
31
年
３
月
）

農
協
改
革
の
実
施
状
況
等
の
調
査
期
間

（
平
成
28
年
４
月
～
令
和
３
年
３
月
）

農
協
改
革
第
２
ス
テ
ー
ジ

約606万人を訪問 3,902,603人から回答

・農業者の所得増大
・農業生産の拡大
・地域の活性化

３つの基本目標

第
29
回

２（1）自己改革実践サイクル・早期警戒制度 ①これまでの経過
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資料:「JA経営基盤強化にあたっての基本的考え方」（令和４年３月）

ビジネスモデルの構築

【実践具体策の検討・実践とPDCA（イメージ）】

具体策取組事項や目標額の見直し等

財務・非財務指標による進捗管理

PDCAの実践

必要に応じた行政庁等との対話

持続可能な収益性・将来にわたる健全性の確保

直近の情勢等をふまえた収支シミュレーションを
毎年、実施（５年見通し）

成行きシミュレーション:全体・事業別（５年見通し）
＜事業利益または経常利益＞

目標利益（改善額）の設定
部門別・場所別の収支・損益状況
の把握・分析

成長戦略効率化戦略

中期計画・事業計画と行動計画・工程表への反映

対策後シミュレーション:全体・事業別（５年見通し）
＜対策に伴う投資、減損、要員計画なども考慮＞

【将来見通しと経営計画の策定（イメージ）】

○ JAグループのミッションとビジョンを実現するためには、各JAが地域実態をふまえた具体的な戦略・戦術を策定・実践・
進捗管理していくことが必要。その具体化は、JAにおける中期計画、事業計画、自己改革工程表等を通じて行う。

○ また、その前提として、農業・JAをめぐる環境変化が目まぐるしい中においても、JA経営の健全性の確保が必要。こ
のため、収支実績や事業環境の見通しの変化等をふまえた収支シミュレーションを毎年実施し、収支悪化が見込まれ
る場合には早め早めの経営改善に着手することが求められる。

２（1）自己改革実践サイクル・早期警戒制度 ②JA経営基盤強化の取り組み
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ステップ
１

ステップ
２

ステップ
３

足下の傾向が継続すると仮定した場合の将来(概ね5年
以内)のコア事業純益(除く投信解約損益)やストレス事
象を想定した自己資本比率を算出し、これらが一定の水
準を下回るJAに対し、ステップ２の対応を実施

JAが自らが想定する将来の収益や自己資本の見通しに
ついて、以下の観点から総合的に妥当性を検証
「地域経済・顧客基盤の見通し、実施予定の施策とその
効果、追加コスト発生、有価証券の益出し余力 等」
その際、金融機関が自らの経営理念・戦略に照らし、どの
ような金融仲介機能を発揮しようとしているか、必要な人
的資源が十分に確保・育成・活用されているか等に留意

ステップ２の結果、例えば将来の一定期間(概ね5年以
内)にコア事業純益(除く投信解約損益)が継続的に赤字
になる、または最低所要自己資本比率を下回ることが見
込まれる場合、検査等を実施し、深度ある検証を実施、
報告徴求命令のほか、業務改善を確実に実行させる必
要がある場合、業務改善命令を発出

機械的
シミュレーションで
対話先を抽出

対話による
検証

必要な先への
行政措置

「収益性」に関する行政の監督手法・対応 JAの対応

系統版・機械的シミュレーション
（※行政の機械的シミュレーション（非公表）を想定）

参考

自己改革・経営基盤強化の着実な実践

行政ステップ２対話への対応（将来見通し等を説明）

• 成行きシミュレーションの実施

• 改善策の検討

• 対策後シミュレーションの実施

⇒将来を見据えた経営計画等の策定・実践・見直し

ガバナンス・内部統制の確立・実効性強化

JAガバナンスによるリーダーシップ(PDCA)

○ 令和４年１月の改正監督指針適用以降、都道府県行政は、行政が実施する機械的シミュレーションにより一定の
基準に該当するJAを抽出し(ステップ１)、当該JAに対しては、どのようにして収益性や健全性を維持・確保していくのか
が問われ(ステップ２)、その結果により、業務改善命令等が発出が可能(ステップ３)。

○ これに対応するJAの取り組みは、収支シミュレーションをふまえた経営計画等の策定・実践・見直しを通じた、①自
己改革・経営基盤強化の着実な実践、②ガバナンス・内部統制の確立・実効性強化が重要。

２（1）自己改革実践サイクル・早期警戒制度 ③早期警戒制度への対応
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自己改革実践の具体的方針（農業者の所得増大等）

准組合員の意思反映及び事業利用の方針

JAグループの自己改革実践サイクル

足下の実態にとどまらず、収支シミュレーション（成行き・対策後）
を用いながら、持続可能な収益性と将来にわたる健全性に着目し
たモニタリングを行い、早め早めの経営改善を促す

早期警戒制度（収益性等）

（監督の着眼点）
農協については、中⾧期の収支シミュレーション等

を活用しながら、経営戦略・計画の妥当性の検証や
見直し等を行っているか。

【信用監督指針Ⅱ-2-3-1-2(2)】

（監督の着眼点）
現状を踏まえた将来の収益及び費用の見通し並

びに現状の見通しに収支改善を踏まえた将来の収
益及び費用の見通し（以下「中⾧期の収支シミュ
レーション」という。）により、事業及び経営上の課
題を洗い出すとともに、健全で持続性のある経営を
確保する上で必要な目標利益等が設定されている
こと。 【農協監督指針Ⅱ-1-1-2(1)④イ】

収支シミュレーションをふまえた経営基盤強化の取り組み

○ JAグループは、自己改革実践サイクルとして、自己改革を支える経営基盤強化（＝健全で持続性のある経営の確
保）の取り組みを実践。

○ JA版早期警戒制度は「系統金融機関向けの総合的な監督指針」の改正に伴い、令和４年１月に見直された制
度。JAの総合事業を前提として、「持続可能な収益性」と「将来にわたる健全性」を行政がモニタリングし、早め早めの
経営改善を促していくもの。JAが自己改革実践サイクルを進めることが、早期警戒制度への対応になる。

２（1）自己改革実践サイクル・早期警戒制度 ④両制度の関係性
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○ JA版早期警戒制度への対応に際しては、監督行政より、中⾧期の収支シミュレーション等に基づいて、JAにおける持続可能な収益性
と将来にわたる健全性確保に向けた取組状況が検証されることとなる。これは、JAグループがこれまですすめてきた「不断の自己改革」や「
持続可能なJA経営基盤の確立・強化」を着実に実践することが基本となる。

○ JAにおいては、JA 版早期警戒制度の見直しもふまえて、自己改革、ガバナンス・内部統制の確立・実効性向上、経営基盤強化に取
り組み、健全で持続性ある経営を確保していく必要性が一層高まっている。

○ 連合会・中央会においては、県中央会・全中を中心に各連が連携し、JAの自己改革・経営基盤の取り組みを一体的に支援していく。

連合会・中央会が連携した自己改革・経営基盤強化の取り組み

信連・農林中金

• 事業別シミュレーションの策定支援
（ＪＡバンク経営戦略シート策定支援）

• 連合会・中央会の連携によるJA営農・経済
事業の成⾧・効率化プログラム

• 店舗・ATM再編に向けた取り組み支援

JA

• 自己改革実践サイクルの構築
• 不断の自己改革の実践を支える経営基盤

の強化
• ガバナンス・内部統制確立・強化

共済連

• 事業別シミュレーションの策定支援
• 収支シュミレーションを踏まえた共済事業の

計画策定・実践支援
• 店舗機能再編に対応した体制整備の支援

県中央会・全中

• 県域連携体制に関する調整等
• 全体収支シミュレーションの策定支援
• ガバナンス・内部統制強化支援
• 中期計画等の策定支援
• 自己改革工程表の策定支援

経済連・全農

• 事業別シミュレーションの策定支援
• 経済事業強化メニューの提案・実践
• JA総合分析・事業活性化プログラム
（全農JA支援プログラム）

県中央会・全中を中心に
各連が連携、一体的に取り組む
※収支改善管理シートの活用など

会員の行動規範 JAバンク基本方針

２（1）自己改革実践サイクル・早期警戒制度 ⑤連合会・中央会の連携
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参考:主な収支改善策（「経営基盤強化事例集」より）

該当事例取り組み概要事業等分類

A組合員との対話に基づくPDCAPDCA総論総

B営農センターへの機能移管による購買店舗の集約購買①

C生産資材の配送及び在庫管理の一元化購買②

D場所別損益及び施設利用状況に基づく拠点別の経営改善経済全般③

E
F共同利用施設の集約及び機能再編販売、利用④

A
B
E

対象組合員の絞り込みを通じた出向く体制の強化指導、販売、購買⑤

G
F助成金・手数料・利用料等に関する基準の見直し指導、販売、利用⑥

E支店再編信用、共済⑦

F販売戦略の見直し販売⑧

Hデジタル活用、異業種連携、拠点活用等
※収支改善効果が未発現の事例含む

今後の成⾧戦略に
資する取り組み⑨

【「経営基盤強化事例集」内容】

○ 本会では、令和４年中にJAの収支改善に資する効果的な施策を８類型（下表①～⑧）に整理。
〇 ８類型に基づく先進事例を収集・分析し、本年６月に「経営基盤強化事例集」としてとりまとめ。
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○ 農水省は２月27日、「共済事業向けの総合的な監督指針」を改正。法令遵守体制の見直しとして、監督上の着
眼点に「共済推進の目標設定及び管理態勢の適切性」の観点が追加されたほか、不必要な共済契約が締結された
場合には行政庁へ報告することや、共済推進上の留意点として、「信用事業を悪用した共済事業の不祥事件を未然
に防止するための措置」が追加された。

＜「共済監督指針」改正の概要＞
不祥事件に対する監督上の対応として、

✓「法令等遵守」の項目の監督上の着眼点に、「共済推進の目標設定及び管理態勢の適切性」の観点が追加。
１

不必要な共済契約に対する監督上の対応

✓「法令等遵守」の項目として、「不必要な共済契約」が締結された場合、「行政庁への報告」を求め、「不必要な共済契約」が当該
職員又は他の職員に課された「推進目標の達成を図ることを目的として」、組織的な要因により発生していた場合等には、「不祥事
件」に該当する。この場合不祥事件の当事者は、組織的な要因に関与した役職員となる。

不必要な共済契約:職員が自ら締結した共済契約(当該職員と生計を一にする親族が締結した共済契約を含む。)で、
「当該職員の経済的状況等」に照らして保障内容が過大又は保障が不要なもの

組 織 的 な 要 因:①職員に対する過度なプレッシャー、
②十分な教育研修を行わないまま共済推進を強制、
③職員への契約締結の意向の表明の強制・偽装

２

適正な共済推進管理態勢の確立として、「公的保険制度についての情報提供を適切に行うこと」の観点が追加。３

共済推進上の留意点

✓ 「信用事業を悪用した共済事業の不祥事件を未然に防止するための措置」が追加。

※「共済推進を行う役職員」の①「貯金口座の開設」、②共済契約者等の「貯金通帳及び印鑑等の預かり」の禁止

４

２（２）規制改革・共済監督指針 ①「共済監督指針」の改正（令和５年２月）
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○ 規制改革推進会議は昨年10月に本年６月までをサイクルとした審議を開始。農業関係は引き続き地域産業活
性化WGにおいて、共済事業関係やJAの内部監査・働き方改革の取り組みについてヒアリング等がなされた。

○ ６月１日に開催された規制改革推進会議等合同会議では「規制改革推進に関する答申」が決定された。同答申
は、規制改革推進会議の考え方を示した「基本的考え方」と、その後決定される規制改革実施計画に反映される「
実施事項」で構成。

○ これを受け６月16日には「規制改革実施計画」が閣議決定された。同計画には「共済事業における顧客本位の
業務運営の取組等」、「農協改革の着実な実践」、「農協における適切なコンプライアンス・ガバナンス態勢等の構
築・実施」などが盛り込まれた。

○ 農水省は上記答申や実施計画をふまえ、例年実施している指導機関ヒアリングや総合農協との対話を行う予定。

＜「規制改革推進に関する答申」のポイント＞
実施事項基本的考え方事項

✓ 改正監督指針が適正に運用されるよう、農水省は全共連や各JA
が行う総点検運動とともに、毎年度実施している検査等を通じて適
切なモニタリングを実施し、必要な指導・監督を行う。

✓ 農水省は、全共連や各JAの共済事業において不適正な営業推進
を助⾧しないよう、適切かつ自律的なコンプライアンス・ガバナンス態
勢の構築を図るとともに、顧客本位の業務運営の取組に積極的に
取り組むよう促すための方策を検討し、必要な措置を講ずる。

✓ 不適切な共済推進の実態等をふまえ、共済事業向けの監督
指針の改正がなされた。

✓ 民間保険会社においては、顧客本位の業務運営の取組が推
進されていることから、保険と同様の共済事業を実施する各協
同組合においても、組合での現行の取組状況等を踏まえ、積
極的に取り組むことを促していくべき。

共済事業における
顧客本位の業務
運営の取組等

✓ これらもふまえ、農水省は、JA及びJAバンクの自己改革を一体とし
て、好事例の横展開、助言及び指導・監督等を行う。

✓ 各JAで自己改革の具体的な行動が実施され、着実に取り組
まれていることを評価。

✓ 更なる深化・発展に向けて、農協の経営体制の実効性向上、
営農経済事業の黒字化、担い手経営体に対する取り組み等
が重要。

農協改革の
着実な実践

✓ 農水省は、対応方策を検討、必要な措置を講ずる。
✓ 共済事業等の不適切な事案をふまえ、３線モデルを含むコン
ブライアンス・ガバナンス態勢の構築、適切な労働環境の整
備、人への投資などが必要。

農協における適切な
コンプライアンス・
ガバナンス態勢等の
構築・実施

２（２）規制改革・共済監督指針 ②規制改革「答申」（令和５年６月）



共済事業における顧客本位の業務運営の取組等農協における適切なコンプライアンス・ガバナンス態勢等の構築・実施

a 農水省は、不祥事件の未然・再発防止に向けて、改
正後の監督指針が適正に運用されるよう、全共連や各
ＪＡが実施している総点検運動とともに、毎年度実施し
ている定期的な検査等の機会を活用して、適切なモニタ
リングを実施し、必要な指導・監督を行う。
農水省は、民間生命保険会社やかんぽ生命の取組を

参考にして、全共連や各ＪＡの共済事業において、不
適正な営業推進を助⾧しないよう、全共連からの奨励金
やその前提となる従業員の業績についての算定のあり方
を含めた適切な動機付けの仕組みづくりなど、適切かつ自
律的なコンプライアンス・ガバナンス態勢の構築を図るよう、
促すための方策を検討し、必要な措置を講ずる。

【農林水産省、令和５年度措置】

a  農水省は、トップのコミットメントと実践、外部の目、リスク管理部門の
差し止め権限、内部通報者の保護等の重要性に留意しつつ、JAにおけ
る内部統制システムの実効性の向上、「全国JAヘルプライン」の心理的
安全性も含めた実効性の向上、不正やハラスメントは絶対に発覚し、必
ず隠蔽できずに、厳正に対処されるという組織文化・風土の醸成を含め
たJAにおけるコンプライアンス・ガバナンス態勢の構築を図るための方策
を検討し必要な措置を講ずる。

【農林水産省、令和５年度措置】

b 農水省は、厚労省と連携し、特定のサービスの利用や商品の購入を
強制することは、公序良俗違反や不法行為となる可能性があることにつ
いて、周知を行うとともに、労働関連法規の法令遵守やハラスメント防
止・働き方改革に関する雇用主が行うべきことについて、ＪＡの役職員の
理解を深めるための研修や説明会等の取組を行う。

【農林水産省・厚生労働省、令和５年度措置】

c 農水省は、「人的資本投資の可視化指針」など他産業の取組を参考
にして、 各ＪＡの状況を比較可能な形で定量的・客観的に把握しつつ、
ＪＡにおける人的資本投資を促進する方策を検討し、必要な措置を講
ずる。

【農林水産省、令和５年度措置】
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○ ＪＡグループでは、ＪＡの使命や社会的役割、役職員の心構えを示す共通理念として、「ＪＡ綱領」を制定。
○ また、ＪＡグループ会員団体が共通で遵守する自主的な経営管理の指針として「会員の行動規範」を制定。
○ さらに、各ＪＡにおいて、適切な内部統制の構築・運用にむけ「内部統制システム基本方針」を整備。

ＪＡ綱領
✓ ＪＡの使命・役割・心構えを示す
✓ 全ＪＡの共通理念として制定

平成９年・第21回ＪＡ全国大会で決議

わたしたちは

一、地域の農業を振興し、わが国の食
と緑と水を守ろう。

一、環境・文化・福祉への貢献を通じ
て、安心して暮らせる豊かな地域
社会を築こう。

一、ＪＡへの積極的な参加と連帯に
よって、協同の成果を実現しよう。

一、自主・自立と民主的運営の基本に
立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を
高めよう。

一、協同の理念を学び実践を通じて、
共に生きがいを追求しよう。

内部統制システム基本方針

✓ 適切な内部統制の構築・運用の指針
✓ 各ＪＡにおいて整備

１．理事及び使用人の職務の執行が
法令及び定款に適合することを
確保するための体制

２．理事の職務の執行にかかる情報の
保存及び管理に関する体制

３．損失の危険の管理に関する規程
その他の体制

４．理事の職務の執行が効率的に行わ
れることを確保するための体制

５．監事監査の実効性を確保するため
の体制

６．子会社等における業務の適正を
確保するための体制

７．財務情報その他組合情報を適切
かつ適時に開示するための体制

会員の行動規範
✓ 自主的な経営管理の指針
✓ 全ＪＡが共通で遵守

令和３年・第29回ＪＡ全国大会で決議

１．めざす姿
①組合員等との徹底した対話を通じて、その
意思反映と運営参画を図るとともに、社会
の変化を捉え、ＪＡ経営の持続可能性と成
⾧性を確保するための経営戦略を策定する。

②経営戦略の達成度を測る指標に基づく自己
評価・分析を行い、戦略の見直し・実践を
継続的に行うための内部統制を構築する。

２．遵守する事項
①法令等違反を発生させないコンプライアン
ス態勢を構築していること。

②内部管理態勢を構築していること。
③経営課題の早期発見と不断かつ迅速な経営
改革を通じて、組合員の営農・生活継続を
支える持続可能な経営基盤を確立している
こと。

３．中央会・連合会等
ＪＡの不断の自己改革への取り組みや持続

可能な経営のため、本会と連携して支援する。

参考:JＡ綱領・会員の行動規範・内部統制システム基本方針 規制改革推進会議・地域産業活性化
WG提出資料（令和５年４月28日）
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○ ＪＡグループでは、ガバナンス・内部統制の確立・実効性向上の取り組みとして、理事会が主導し、①現業部門にお
ける担当者の事務手続の整備と遵守徹底および管理職の知識向上・経験蓄積による検証強化、②リスク管理部門
による監視強化、③内部監査部門の機能強化・監査品質の向上という３線モデルをもとにした体系的な取り組みを
整備。連合会・中央会はＪＡのこうした取り組みを支援。 【令和３年・第29回ＪＡ全国大会決議】

第１のディフェンスライン
現業部門

現業統括部門

第２のディフェンスライン
リスク管理部門

コンプライアンス部門

第３のディフェンスライン

内部監査部門

支店⾧等の
管理職による

統制
現業統括部門による

統制

業務に
組み込まれた
内部統制

事業目標を達成するために、
適切にリスクを取り統制

内部監査

財務管理
セキュリティ

リスクマネジメント
コンプライアンス

品質
検査

理事会

監事監査

第１、第２のディフェンスライン両方が
行った業務が問題ないことを監査し保証

結果は理事・理事会に報告
（直接報告する経路を持つ）
客観性と独立性を保つため、

経営機能は持たず評価のみレポート

経営・監督機能を持ち、
現業部門（のリスク）を管理
理事の監督・指揮下にあり、
ある程度の経営機能を発揮

理事
報告報告報告 報告

報告

理
事
会
の
適
切
な
経
営
判
断

機
能

参考:JＡにおけるガバナンス・内部統制の全体像 規制改革推進会議・地域産業活性化
WG提出資料（令和５年４月28日）



○ ＪＡは、想定されるリスクを特定して指標等によりモニタリングする「守りのガバナンス」に加えて、リスク管理委員会等
のリスク管理部門（２線）の強化を通じて、経営戦略を指標等によりモニタリングする「攻めのガバナンス」の取り組み
を推進。

○ これにより、理事及び監事が経営のリスク情報をすみやかに把握し、分析・評価のうえ適切な経営判断と対応を行う
ことができるＪＡ理事会の運営を構築。

【令和３年・第29回ＪＡ全国大会決議】

理事会

リスク管理部門（リスク管理委員会等）

監
督

業
務
執
行

(

２
線)

業
務
執
行

(

１
線)

攻めのガバナンス
にかかるリスク情報

現業部署（営農・経済・信用・共済など）

各種委員会

攻めのガバナンス
にかかるリスク情報

ＡＬＭ委員会 コンプライアンス委員会

財務
リスク

オペレーショナル
リスク

戦略
リスク

ハザード
リスク

守りのガバナンス
にかかるリスク情報

中
央
会
に
よ
る
支
援
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参考:リスク管理部門におかる監視強化 規制改革推進会議・地域産業活性化
WG提出資料（令和５年４月28日）



○ ＪＡグループでは内部監査部門の体制整備基準を定め、監査機能強化に取り組んでいる。内部監査関係の資格
には「農協内部監査士」のほか、内部監査部門⾧のスキルアップの観点から、上位資格である「農協上級内部監査士」
を令和３年度に創設。

○ また、内部監査の強化に向けて、ＪＡの内部監査担当者の資質向上を図るとともに、ＪＡ全中では、ＪＡの内部
監査担当者が内部監査の現場で有用に活用する内部管理態勢の充実にするための資材を提供。

○ さらに、県域においては全国域の支援のもと、内部監査を受監するＪＡの支所・事業所の所⾧、業務統括者、管理
・決裁者を対象に、各事業の事務処理の流れおよび管理者として押さえておくべきチェックポイントを習得するとともに、
コンプライアンス意識の向上をはかる研修会を実施。

有資格者数継続的研修認定方法資格名

約12,000名
体制整備基準にて、担当者は
年１回以上の内部監査にかか
る外部研修の受講義務づけ

・筆記試験（内部監査/ＩＴ・システム統制/会計/関係法規）
・指定研修
・内部監査・会計・経理等の実務経験１年以上

農業協同組合
内部監査士

約900名
資格維持条件として、継続的
専門研修の受講を義務づけ

(継続的専門研修の主な分野)
監査理論・実務、ガバナンス、
法令・税務・会計の改正点、
経営管理、IT・システム統制

(内部監査士試験合格)
・指定研修
・論文審査など

農業協同組合
上級内部監査士

約1,200名

・筆記試験(監査/財務会計/経営管理/農協制度/法人税法・民法)
・指定研修
・論文審査
・内部監査・経営相談等の実務経験２年以上

農業協同組合
監査士

※内部監査にお
いては、内部
監査部門⾧と
して機能

＜ＪＡグループにおける監査関係資格＞
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※いずれの試験も、外部有識者に試験委員を委嘱

参考:内部監査部門の機能強化・監査品質の向上① 規制改革推進会議・地域産業活性化
WG提出資料（令和５年４月28日）



○ ＪＡ全中では、ＪＡや連合会の役員・監査担当者向けの研修会を主催。各資格の継続的専門研修だけでなく、
各階層別にも実施し、ＪＡにおける内部監査のレベル向上に向けて取り組んでいる。

参加者実績
(R4年度)主な研修プログラム講師主な対象者研修会名

約700名

・ＪＡの内部統制整備・ガバナンス
情報戦略の重要性

・３線モデルの重要性
・ハラスメント・公益通報者保護法と
役員責任 他

弁護士
労働法や企業のリスク
マネジメントに精通

公認会計士
（監査法人理事⾧） 他

ＪＡ組合⾧、
コンプライアンス担当役員

全国ＪＡコンプライアンス
実践トップセミナー

約250名・内部統制・ガバナンス情報戦略
・監事の善管注意義務

弁護士
公認会計士 他ＪＡ・連合会の常勤監事全国ＪＡ常勤監事研修会

約600名

・ＪＡのガバナンスのあり方
・監査責任者によるチームマネジメント・
プロジェクト管理

・監査計画の立案・策定、フォローアップ
監査

公認会計士
公認不正検査士 他

ＪＡの内部監査部門⾧、
リスク管理部門⾧、
中央会の内部監査・
リスク管理支援担当者

ＪＡ内部監査室⾧・
リスク管理部門⾧等研修会

約750名

・ガバナンス確立のための内部監査の
あり方

・ＩＴ統制の整備・運用による内部
監査の効率化

・各事業にかかる内部監査上の留意点

公認会計士
公認不正検査士 他

農業協同組合上級内部
監査士等

農協上級内部監査士
継続研修会

約850名・内部監査の基礎理論公認会計士 他農業協同組合内部監査士
試験合格者等農協内部監査担当者研修会

＜ＪＡ全中が主催する主な研修（抜粋）＞
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参考:内部監査部門の機能強化・監査品質の向上② 規制改革推進会議・地域産業活性化
WG提出資料（令和５年４月28日）



○ ＪＡグループ役職員等の公益通報窓口については、これまでも全ＪＡに加えて、県域単位でも運用されてきたが、
公益通報者保護法改正への万全な対応を期すことや、より実効性を向上させる観点から、ＪＡグループ全国域により
外部公益通報窓口「全国ＪＡヘルプライン」を設置し、令和４年６月より運用を開始。

通報者等

複数窓口がある場合、いずれの窓口に通報するかの選択は、通報者等が選ぶことができる

✓ 法改正への万全な対応 ⇒ 法令遵守の推進、自浄作用の向上、利害関係者等からの信頼獲得
✓ ＪＡ・県域ヘルプラインの補完 ⇒ 不祥事の未然防止、早期発見・早期是正の機会拡大

目的

組合（総合農協（信用事業又は共済事業を行う専門農協を含む））および組合子会社の役員および職員
（派遣職員、契約職員、嘱託職員、パートアルバイトを含む）ならびに本要領の施行日以降に退職してから１年以内の職員

通報者等

組合及び組合子会社の事業における、公益通報者保護法第２条第３項に定める通報対象事実であると疑われる事項通報対象等
㈱インターナショナル・リエゾン（中島肇法律事務所内）通報先
電話・電子メール・郵便通報方法
✓ 全国ＪＡヘルプラインにあった通報への対応にかかる業務（公益通報対応）
✓ ＪＡヘルプラインにあった通報への対応にかかる業務（質問・相談受付、助言）
✓ 組合及び組合子会社の役職員等に対する教育・周知、従事者に対する教育にかかる業務（研修）

対応業務
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＜全国ＪＡヘルプラインの概要＞

ＪＡ段階
ＪＡ内部

監事 ＪＡ
ヘルプライン

ＪＡ
ヘルプライン

外部弁護士
全国ＪＡ

ヘルプライン

全国段階
R4.6より開始 実績83件

（R5.3末）
※ハラスメント
にも対応

内部公益
通報窓口

外部公益
通報窓口

参考:JＡグループにおける公益通報窓口の運用 規制改革推進会議・地域産業活性化
WG提出資料（令和５年４月28日）
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○ ＪＡグループでは、平成24年の第26回ＪＡ全国大会決議に基づき、平成25年度より「ＪＡグループ人づくりビジ
ョン全国運動」を展開。現在、令和３年の第29回ＪＡ全国大会決議にもとづき、協同組合らしい人づくり、多様な人
材・働き方による活力ある職場づくり等に向けた、第４次運動（令和４～６年度）を展開中。

○ 第４次運動では、働き方改革への対応や組合員と対話を重ねて課題解決できる人材育成への対応等に向けて、
各ＪＡで自らの経営理念・経営戦略にもとづいて「人材育成基本方針」を策定し、取り組みを実践中。

ＪＡにおける人材育成等の取り組み（例）
＜組合員・職員の声にもとづく「人材育成基本方針」の策定・見直し＞
①「人材育成基本方針」策定等にあたっての「声」を聞くしくみ
（組合員）生産部会・青年部・女性部など多様な組合員組織や利用者

組織との対話・ヒアリングの実施

（職員） 役員による職員との現地等意見交換会、職員アンケート
ＪＡ内の事業横断プロジェクトによる方針策定 など

②求められる・めざす職員像
・組合員・利用者の信頼と期待に応えるため、自らが努力する職員

・農業振興を考え、地域貢献への意識の高い職員 など

③協同組合運動者としての実践的協同組合教育
・組合員・地域住民・ＪＡ役職員が参画する支店協同活動等を「実践
的協同組合教育」として位置づけ、積極的な活動を促進

・食農体験活動（学校への出前授業・親子稲刈体験等「農」を通じた
交流、ＪＡまつりイベントの開催）

・地域清掃活動、景観づくり等の環境美化活動 など

＜イノベーション人材・デジタル人材の育成＞
・経営戦略の習得やケーススタディ等によるイノベーション人材の育成

・ＡＩ・データ利活用にかかる知識・技術習得等によるデジタル人材の育成

ＪＡグループ人づくりビジョン全国運動

＜主な取り組み（例）＞
①ＪＡの「人材育成基本方針」の策定・環境変化を

ふまえた見直し（ＪＡ全中・基本的考え方の提起）

②多様な組合員学習・教育文化活動の取り組み強化

③「協同組合運動者」としての職員教育
・組合員との対話活動
・副業としての農業従事、農業実習

④多様な人材・働き方によるＪＡの活力ある職場づくり
・新採職員の確保・離職防止
・管理職登用を含む女性活躍

＜中央会による主な支援＞
・ＪＡ役員を対象としたトップセミナーの開催
・優良事例の定期的な配信
・階層別マネジメント研修の実施
・協同組合運動者としての職員の資質向上の取り組み
・資格認証試験（初級・中級・上級）の実施

参考:JＡグループにおける人づくり 規制改革推進会議・地域産業活性化
WG提出資料（令和５年４月28日）



２．職員アンケート実施を通じた職員満足度向上の取り組み事例
✓ 中央会が管内ＪＡを対象に、職員満足度調査を実施

✓ 中央会は調査結果にもとづく職員満足度向上対策をＪＡに提案

✓ ＪＡは中央会支援のもと、管理者を対象に職員満足度調査
管理者研修会を実施
（職員満足度調査結果・職員満足度向上対策の共有等）

✓ 中央会では、複数ＪＡの職員満足度調査の結果をふまえ、
離職防止・職員エンゲージメントの把握や向上に向けた
具体的な支援策を検討
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（職員満足度調査管理者研修会）

１．多様な人材・働き方による活力ある職場づくりの事例
①ハローワークや民間の就職活動サイトを活用した告知や広報
②就職案内のための学校訪問と学校主催の就職説明会への参加
③新人指導員（メンター）制度による新人職員の悩みや不安への助言
④所属部署の全員が新人職員と対話し、ＯＪＴを実施する風土づくり

✓ 新規採用職員の確保と
離職防止

①全職員大会や各種会議で役員が女性活躍への取り組み促進を宣言
②管理職になるまでのキャリアパス（職務経験）の職員への周知
③管理職登用前に管理職のすべき業務（企画業務、部下育成）を経験
④女性管理職候補者に対する研修会での経験談の共有

✓ 女性職員の活躍

○複数ＪＡで労働環境・職場環境に関する外部団体表彰の受賞・認定
例:①健康経営優良法人 （経済産業省・従業員の健康管理・健康増進優良企業として顕彰）

②えるぼし・プラチナえるぼし（厚生労働省・女性の活躍促進企業として認定）
③くるみん・プラチナくるみん （厚生労働省・子育てサポート企業として認定）

✓ 職場づくりに関する外部
団体表彰の受賞・認定

＜研修内容＞
① ＪＡの自己改革と

ＥＳ向上
② ＥＳとは何か
③ 管理者の役割
④ 管理者としての責任と

権限
⑤ 権限と権限委譲

参考:JＡグループにおける働きやすい職場づくり事例 規制改革推進会議・地域産業活性化
WG提出資料（令和５年４月28日）


